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はじめに

世界的にみても最大級の産業・経済規模を示す関東圏では、製造業などの産業競争力の

向上や流通システムの効率化が緊急かつ重要な取り組み課題となっています。企業の物流

活動でも、効率化、ローコスト化、サービスの高度化を推進することが競争力の向上に役

立つと考えられ、多様な取り組みが求められています。

、 、 。こうした中 物流効率化を促進する社会的なインフラの整備は 極めて重要な施策です

近年では国内輸送や輸出入を支える道路や港湾、空港といったハード面のインフラのみな

らず、大量かつ迅速な情報通信を可能とするシステムや などの標準化された情報交EDI

換基盤、さらには３ＰＬなどの包括的な物流サービス、 （サプライチェーンマネジSCM

メント）に対応した物流連携組織などのソフト面の物流インフラも重要視されるようにな

ってきています。

一方、従来から中小卸売業や物流業の集積地域を中心として、物流共同化への取り組み

が行われてきましたが、近年では、大企業でも広域的な物流効率化を目的に共同システム

の構築に向けた取り組みが活発化しています。また、 も業界内、製造～卸～小売間SCM

の情報共有化、物流活動の連携システムとして導入されつつあるなど、業種を軸とした水

、 。平的な連携と 取引関係を軸とした垂直的な連携の双方を重視する傾向が強まっています

このようなことから、本調査では、物流の多様な共同・連携システムを産業全体のソフ

トインフラとして機能させるために必要となる行政支援策の現状や活用効果などを整理す

るとともに、それら支援策の有効活用を促進させるための方策を検討しました。

検討を進めるにあたっては、本調査研究会にご参画下さった学識経験者、有識者、関連

行政の皆様からご指導いただくとともに、関東甲信越静の多くの企業や組合の方々にアン

ケート調査、ヒアリング調査を通じて貴重な情報をご提供いただきました。ここに厚く御

礼を申し上げます。

経 済 産 業 省

関東経済産業局
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